
山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり）指定管理者募集要項 

 

 山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり）（以下「キャンプ場」という。）の管理

を行わせる指定管理者を次のとおり募集します。 

 

１ 対象施設の概要 

(1) 名 称 

   山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり） 

(2) 所在地 

   山鹿市菊鹿町矢谷１１６８番地 

(3) 施設の設置目的、役割等 

   山鹿市の魅力ある自然を生かし、都市住民との交流を促進することで山鹿市の農業

と観光の振興を図るとともに、市民の憩いの場を提供するために設置された施設です。 

(4) 施設の沿革 

   平成８年４月 開業 

(5) 施設内容、規模等 

   山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり）指定管理者仕様書（以下「仕様書」

という。）（別紙１）のとおりとします。 

(6) 施設利用数及び収支の状況等 

（別紙７）のとおり 

 

２ 指定管理者が行う管理の基準 

 (1) 管理の方向性 

  ア 屋外レジャー志向の高まりや、ケビンやオートキャンプ、固定テントなど家族連

れやキャンプ初心者でも楽しむことができる当該施設の特徴を活かしながら、積極的

な広報活動や、利用者の利便性及び満足度を高める取組を行うことで、利用者の増加

を目指すこと。 

イ 市内の観光施設（資源）等と連携した取組や情報発信を行うことで、施設の設置

目的である市の農業と観光の振興を図ること。 

  ウ 利用者が安全、安心かつ快適に施設を利用できるよう適切な管理運営に努めるこ

と。 

エ 施設の管理運営を行うに当たっては、地域住民に対する就業機会に配慮するとと

もに、地域住民や利用者の意見を管理運営に反映させること。 

 (2) 休 場 日  １２月２９日から１月３日まで 

(3) 開場時間  午前９時から午後５時まで 

 ※ 指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て、休場日又は開場時間を変更するこ

とができます。 

(4) 関係法令等の規定を遵守すること。 

(5) 施設整備及び物品の維持管理を適切に行うこと。 

(6) 業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 



 (7)  目標水準（年間） 入場者 1 万人、ケビン利用 330 件、オートキャンプ・固定テン

ト利用 560 件 

※ 管理の基準に関する細目的事項は、協議の上、協定書で定めます。 

 

３ 指定管理者の業務等 

(1) キャンプ場の利用の承認に関する業務 

(2) キャンプ場の施設等の維持及び修繕に関する業務 

(3)  前各号に掲げるもののほか、山鹿市がキャンプ場の管理上必要と認める業務 

(4) その他仕様書に定める業務 

 

４ 指定の期間 

  令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで（３年間）とします。 

  ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあ

ります。 

 

５ 管理に要する経費   

キャンプ場の管理に要する経費は、利用料金等収入及び山鹿市（以下「市」という。）

から支払う指定管理料によって賄うこととします。このうち、指定期間中に市が支払う

指定管理料の額は、下記に定める基準価格の範囲内で提案を求めます。 

  なお、市からの指定管理料の具体額は、事業計画書で提示された額に基づき、指定管

理者と市で締結する協定書において定めます。 

  基準価格（指定期間の総額）4,860 千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（令和５年度：1,620 千円）（令和６年度：1,620 千円）（令和７年度：1,620 千円） 

  ※基準価格を超える提案があった場合には、第１次審査で失格となりますのでご注意

ください。 

 

６ 資格要件 

  次の要件を満たす法人その他の団体（以下「団体等」という。）であること。 

(1) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。 

(2) 国税及び地方税を滞納していないこと。 

(3) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者

に該当しないこと。 

(4) 山鹿市契約に係る指名停止等の措置要綱（平成１７年山鹿市告示第１２２号）第２

条の規定による指名停止措置を受けていないこと。 

(5) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による命令

を受けたことがある場合は、市又は他の地方公共団体から指定を取り消された日から

１年、又は指定管理の業務の全部若しくは一部を停止された期間の満了する日から６

か月を経過していること。 

(6) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員が支配人、無限責任社員、取締役、監査役若しくはこれら



に準ずる地位に就任し、又は実質的に経営等に関与していないこと。 

(7) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条又は民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）第２１条の規定による更生手続又は再生手続を行っていないこと（会

社更生法又は民事再生法に基づく更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされた

者であって、更生計画の認可の決定、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。）。

また、手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、

経営状態が著しく不健全である者でないこと。 

(8) 労働災害補償保険に加入していること（従業員を雇用している場合に限る）。 

  

７ 参加表明書の受付 

参加表明書を次のとおり受け付けます。 

(1) 受付期間 

令和４年１１月１４日（月）から令和４年１１月３０日（水）まで（ただし、直接

持参の場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時までとしま

す。 

(2) 提出方法 

参加表明書（別紙２）に記入し、次の書類を添付の上、１０(1)の提出先へ直接持参

し、又は郵送してください。 

  ア 団体の設立趣旨及び事業内容のパンフレット等団体の概要が分かるもの 

  イ 定款、寄附行為又はこれに類するものの写し 

  ウ 登記簿の謄本（現在事項全部証明書）（法人の場合に限る。） 

  エ 誓約書及び照会承諾書 

(3) 参加の辞退 

参加表明書を提出したのち、やむを得ず参加を辞退する場合は、速やかに参加辞退

届（別紙５）を提出してください。 

 

８ 現地説明会の実施 

現地説明会を、次により開催します。１０(1)の提出先へ団体等の名称及び参加する方

の氏名をあらかじめお知らせください。 

(1) 開催日時 

令和４年１２月１日（木） 午後１時３０分から（１時間程度） 

(2) 開催場所 

山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり） 

 

９ 質問の受付 

募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

(1) 受付期間 

令和４年１１月１４日（月）から令和４年１２月７日（水）まで（ただし、直接持

参の場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時までとします。 

(2) 提出方法 



質問票（別紙４）に記入の上、１０(1)の提出先へ直接持参し、又は郵送し、若しく

は電送（電子メール又はファクシミリ）してください。 

なお、質問は、参加表明書を提出した団体からのみ受け付け、その回答は、参加表

明書を提出した団体全てに送付します。 

 

１０ 申請書の受付 

(1) 提出先及び問合せ先 

山鹿市経済部商工観光課（市役所庁舎２階） 担当 阿蘇品 

〒８６１－０５９２   山鹿市山鹿９８７番地３ 

電話番号  ０９６８－４３－１５７９ 

ＦＡＸ番号 ０９６８－４３－８７９５ 

電子メールアドレス syohkan@city.yamaga.kumamoto.jp 

(2) 受付期間 

令和４年１２月１５日（木）から令和４年１２月２１日（水）まで（土曜日、日曜

日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時までとします。 

(3) 提出方法 

提出先へ直接持参し、又は郵送（一般書留又は簡易書留のいずれか）するものとし

ます。ただし、郵送による場合は、受付期間内に到着するものとし、不慮の事故によ

る紛失又は遅配については、考慮しません。また、電送（電子メール、ファクシミリ）

による提出は、受け付けません。 

(4) 提出部数 

申請に係る全ての提出書類について、原本１部、写し１４部を提出してください。 

 (5) 提出書類 

次の書類を提出していただきます。なお、市長が必要と認める場合は、追加資料の

提出を求めることがあります。 

ア 指定管理者指定申請書（山鹿市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条

例施行規則（平成１７年山鹿市規則第１９３号。以下「指定手続規則」という。）様

式第１号） 

イ 山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり）に関する事業計画書（指定手続

規則様式第２号） 

ウ 山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり）の管理に関する業務の収支予算

書（指定手続規則様式第３号） 

 ※ 収支予算書の積算根拠となる資料（計算書）を添えてください（任意様式）。 

エ 申請の日の属する事業年度の前事業年度の貸借対照表、損益計算書及び財産目録

その他の団体等の財務状況を明らかにする書類 

オ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他の団体の業務

の内容を明らかにする書類 

カ 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用している場

合に限る。） 

キ 納税証明書（国税及び地方税（熊本県税及び山鹿市税）について滞納がないこと



の証明書） 

※ 証明書類は、証明年月日が申請書提出時の３か月以内のもので、それぞれ発行

官公署において定めた様式によるものを使用することとします。なお、写しでも

差し支えありません。 

(6) 申請に要する経費 

申請に要する経費等は、全て申請者の負担とします。 

 

１１ 選定方法 

(1) 指定管理候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、各委員が(2)

に沿って、申請者がキャンプ場の設置目的を効率的かつ効果的に達成することができ

るものであるかの審査を行い、当該審査による評点の合計が最も高い申請者を選定委

員会における指定管理候補者の選定結果とし、最終的に市長が候補者を決定します。 

(2) 審査基準と配点 

選定項目及び審査内容 配点 

事業計画書の内容が、住民の平等な利用を確保することができるものであるか。 

ア 施設の設置目的及び市が示した管理の方針 

イ 住民の施設の平等な利用の確保 

※選定委員会で否と判断された場合は失格とし、以下の審査は、実施しません。 

適・否 

１ 

事業計画書の内容が、当該公の施設の効用を最大限に発揮させるものであ

るか。 

ア 利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果 

イ サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果 

ウ 施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性 

40 

２ 

事業計画書の内容が、管理に係る経費の縮減が図られるものであるか。 

ア 施設の管理運営にかかる経費の内容 

イ 収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 

20 

３ 

事業計画書に沿った管理を安定して行うために必要な人的能力及び財政的

基礎を有しているか。 

ア 安定的な運営が可能となる人的能力 

イ 安定的な運営が可能となる財政的基盤 

ウ 指定管理者としての実績又は類似施設の運営実績 

25 

４ 

 その他、当該公の施設の設置目的を達成するために必要と認める事項 

ア 近隣の観光施設や地域との連携にかかる考え方と方策 

イ 災害その他緊急時における危機管理体制の確立 

15 

合   計 100 

 

１２ 無効又は失格 

以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがあります。 



(1) 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。 

(2) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。 

(3) 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。 

(4) 虚偽の内容が記載されているとき。 

(5) その他選定委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められるとき。 

 

１３ 山鹿市指定管理候補者選定委員会 

令和５年１月中旬頃に実施します。 

申請者である法人その他団体の代表者又は代理の方の出席をお願いします。 

時間、場所等詳細については、後日連絡します。 

 

１４ 選定結果 

山鹿市指定管理候補者選定委員会の審査結果及び市長が決定した指定管理候補者の結

果については、各申請者に文書で通知します。 

 

１５ 指定管理者の決定及び管理業務に係る指定管理料 

(1) 指定管理者は、令和５年３月山鹿市議会の議決を経て決定（指定）されます。 

(2) 議決後に市と指定管理者との間で協定（基本協定）を締結しますが、この協定の管

理業務に係る指定管理料は、指定管理を実施する年度の予算額以内となりますので、

申請時に提出のあった管理業務に係る提案価格を下回る場合があります。 

 

１６ その他 

(1) 提出された書類は、返却できません。 

(2) 提出された書類は、必要に応じ複写します。 

(3) 提出された書類の使用は、市及び山鹿市指定管理候補者選定委員会での検討に限り

ます。 

(4) 提出された書類は、山鹿市情報公開条例（平成１７年山鹿市条例第１０号）に基づ

く開示請求により開示することがあります。 

(5) 次の項目に関する負担は、全て申請者に帰属するものとします。 

ア 提案内容に含まれる特許権等、第三者の権利の対象となっている事業手法、維持

管理方法等を使用した結果生じた責任に関するもの 

 イ 指定管理者の指定の議決が得られない、又は協定が締結できない場合の、管理運

営の準備のために負担した費用及び生じた損害 

(6) 指定管理候補者を指定管理者として指定する前において、指定管理候補者が応募資

格に掲げる要件を欠くこととなったとき、又は財務状況の悪化等により事業の履行が

確実でないと認められるとき、若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定管理者と

してふさわしくないと認められるときは、指定管理者の指定を行わないことがありま

す。 

 

 



１７ 添付資料・様式 

(1) 指定管理者指定申請書用紙（様式第１号） 

(2) 山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり）に関する事業計画書用紙（様式第

２号） 

(3) 山鹿市矢谷渓谷キャンプ場（奥矢谷渓谷きらり）の管理に関する業務の収支予算書

用紙（様式第３号） 

(4) 仕様書（別紙１） 

(5) 参加表明書用紙（別紙２） 

(6) 誓約書及び照会承諾書用紙（別紙３） 

(7) 質問票用紙（別紙４） 

(8) 参加辞退届用紙（別紙５） 

(9) 共同企業体協定書用紙（別紙６） 

(10) 施設利用数及び収支の状況等（別紙７） 

 

 


